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(百万円未満切捨て)

１．2026年３月期第２四半期（中間期）の連結業績（2025年４月１日～2025年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年中間期増減率)

売上高 ＥＢＩＴＤＡ 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期中間期 66,430 △35.5 △12,361 － △14,432 － △19,100 － △11,363 －

2025年３月期中間期 102,913 △14.2 △13,446 － △15,481 － △17,331 － △16,821 －
(注) 包括利益 2026年３月期中間期 △10,820百万円( －％) 2025年３月期中間期 △18,350百万円( －％)
(注)EBITDAは、営業利益（損失）に営業費用である減価償却費を加算して算出しています。

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期中間期 △1.84 －

2025年３月期中間期 △2.72 －

（２）連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期中間期 149,426 △4,065 △2.8

2025年３月期 148,031 6,890 4.5
(参考) 自己資本 2026年３月期中間期 △4,171百万円 2025年３月期 6,649百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期中間期 △12,800 22,177 5,375 35,720

2025年３月期中間期 △16,544 2,160 10,296 23,682

２．配当の状況
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2026年３月期 － 0.00

2026年３月期(予想) － 0.00 0.00
(注)直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
(注)上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式

（非上場）の配当状況については、後述の「（参考）種類株式の配当の状況」をご覧下さい。

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

当社は、現在、財務状況の改善に向けて様々な経営施策を展開・検討中であり、これらの実現時期や具体的内容に
より業績が大きく変動することが予想されるため、現時点においては2026年３月期の連結業績予想は公表しておりま
せん。今後、様々な施策が確定次第速やかに開示いたします。詳細は、添付資料Ｐ．４「１．経営成績等の概況
（３）今後の見通し」をご参照ください。



※ 注記事項

（１）当中間期における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 -社（社名） - 、除外 -社（社名） -

（２）中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注)詳細は、添付資料Ｐ．11「２．中間連結財務諸表及び主な注記（４）中間連結財務諸表に関する注記事項（中間
連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期中間期 3,880,393,562株 2025年３月期 3,880,393,562株

② 期末自己株式数 2026年３月期中間期 67株 2025年３月期 67株

③ 期中平均株式数（中間期） 2026年３月期中間期 6,188,721,284株 2025年３月期中間期 6,188,721,284株

(注)Ｅ種優先株式は、剰余金の配当請求権について普通株式と同等の権利を有しているため、期末発行済株式数
及び期中平均株式数に含まれております。

※ 第２四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

（決算説明会内容の入手方法）
当社は2025年11月13日にアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会の動画及び資料については、当

社ホームページへ掲載する予定です。



（参考）種類株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

Ｅ種優先株式
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
2025年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2026年３月期 － 0.00

2026年３月期（予想） － 0.00 0.00
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１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

（単位：百万円）

2025年３月期

前中間

連結会計期間

2026年３月期

当中間

連結会計期間

前年同期比増減

民生・産業機器 38,330 13,498 △24,832 △64.8％

車載 64,583 52,932 △11,650 △18.0％

売上高 (注)１ 102,913 66,430 △36,483 △35.5％

EBITDA (注)２ △13,446 △12,361 1,084 －

営業利益 △15,481 △14,432 1,048 －

経常利益 △17,331 △19,100 △1,769 －

親会社株主に帰属する中間純利益 △16,821 △11,363 5,457 －

(注)１ 2026年３月期第１四半期連結会計期間より、液晶スマートフォン事業縮小に伴い売上区分の統合及び売上分

野の名称を次のとおり変更いたしました。なお、売上区分の統合に伴い、前期の数値も組替えています。

：「スマートウォッチ・ＶＲ等」及び「液晶スマートフォン」→「民生・産業機器」

２ EBITDAは、営業利益（損失）に営業費用である減価償却費を加算して算出しています。

当中間連結会計期間（以下「当中間期」といいます。）において、ディスプレイ業界の構造的な不況に加え、米国

の関税政策や不安定な国際情勢等により、当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続いておりま

す。

こうした状況の中、当社はBEYOND DISPLAY戦略のもと、ディスプレイ専業メーカーからの脱却を目指し、全社的な

事業構造改革への取組みを通じて、早期の黒字化と持続的な成長を実現するための基盤作りを進めております。また、

財務健全性の確保と資金の安定確保にも注力しております。その具体的な取組みとして、2025年６月25日にいちごト

ラスト（以下「いちご」といいます。）と追加資本提携契約を締結し、同年７月15日には第14回新株予約権の割当及

び第13回新株予約権の放棄により行使価額を引き下げることで、いちごによる新株予約権の行使可能性を高めまし

た。さらに、同年７月30日に当社及び当社子会社が保有していた知的財産権の一部を現物出資して新たに設立した当

社子会社の株式全てを、いちごの子会社へ譲渡完了し、当面の資金需要に対応するための運転資金を確保いたしまし

た。また、当社茂原工場（千葉県茂原市）の土地及び建物のいちごへの譲渡に関しましても、同年５月に締結した基

本合意書に基づき、最終契約締結に向けて協議を継続しております。

収益面の改善に向けては、固定費負担の大きい茂原工場での生産を2025年内に終了することを決定し、顧客との調

整や製品の作り溜め等、計画どおりに進行しています。また、事業規模に適した経営体制構築を目指し、2025年６月

には国内で希望退職者を募集し、同年８月の募集期間満了までに1,483名の応募がありました。同年10月には組織体制

を刷新し、迅速な意思決定を可能とする体制の下、業績改善を加速させてまいります。

また、同年10月１日付で車載事業を新設分割により新設する「株式会社AutoTech」へ承継することを、同年６月21

日開催の第23期定時株主総会及び普通株主による種類株主総会にて決議いたしました。その後、構造改革に伴う体制

整備や、顧客や取引先との協議の進捗状況を踏まえ、効力発生日を2026年４月１日に延期することを、2025年９月11

日の取締役会にて決議いたしました。この新設分割により、外部資金の調達や他社との協業等、将来的な戦略的選択

肢の拡大を図るべく、引き続き会社分割の準備を進めてまいります。
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当中間期の売上高は、撤退に向けて戦略的に縮小を進めてきた液晶スマートフォン向けディスプレイが極めて僅少

な水準まで低下したことに加え、2025年３月の鳥取工場での生産終了及び茂原工場の今後の生産終了に伴う受注減少

の影響により、前年同期比35.5％減の66,430百万円となりました。利益面では、研究開発費の見直しや出荷減少に伴

う発送費の減少、人件費削減等のコスト削減を行ったものの、売上高の大幅な減少の影響が大きく、EBITDAはマイナ

ス12,361百万円（前年同期はマイナス13,446百万円）、営業損失は14,432百万円（前年同期は15,481百万円の損失）

となりました。経常損失は、支払利息3,919百万円の計上等により19,100百万円（前年同期は17,331百万円の損失）と

なりました。また、茂原工場の生産終了決定や希望退職者の募集に伴う事業構造改善費用12,692百万円の計上の一方、

関係会社株式売却益18,533百万円の計上等により、親会社株主に帰属する中間純損失は11,363百万円（前年同期は

16,821百万円の損失）となりました。なお、当中間期の対米ドルの平均為替レートは146.0円でした。

売上高の事業体別状況は次のとおりです。

（民生・産業機器）

当事業体は、従来「スマートウォッチ・ＶＲ等」と「液晶スマートフォン」に区分していた売上高分野を統合し

たものであり、デジタルカメラ等の民生機器用ディスプレイ、医療用モニター等の産業用ディスプレイ、センサー、

特許収入等を含みます。当中間期の当事業体の売上高は、13,498百万円（前年同期比64.8％減）となりました。こ

れは主に、液晶スマートフォン向けディスプレイが戦略的縮小により極めて僅少な水準となったことに加え、茂原

工場の生産終了に向けてスマートウォッチ用OLEDディスプレイの出荷が減少したことによるものです。

（車載）

当事業体は、計器クラスターやヘッドアップディスプレイ等の自動車用ディスプレイを含みます。当中間期の当

事業体の売上高は、52,932百万円（前年同期比18.0％減）となりました。これは主に、2025年３月の鳥取工場での

生産終了により出荷が減少したことに加え、低採算品から撤退した影響によるものです。

（２）当中間期の財政状態の概況

① 資産、負債及び純資産の状況

当中間連結会計期間における資産合計は、前期末（2025年３月31日）比1,395百万円増加の149,426百万円となり

ました。これは主に、生産及び出荷の減少に伴い売掛金、原材料及び貯蔵品、商品及び製品がそれぞれ減少した一

方、子会社株式の譲渡及び短期借入により現金及び預金が増加したことによるものです。

負債合計は、前期末比12,350百万円増加し、153,491百万円となりました。これは主に、茂原工場での生産終了に

係る見込費用、及び希望退職者募集に係る退職加算金等の計上により事業構造改善引当金が増加したこと、及び短

期借入金が増加したことによるものです。

純資産合計は、前期末比10,955百万円減少し、4,065百万円の債務超過となりました。これは主に、親会社株主に

帰属する中間純損失の計上により利益剰余金が減少したことによるものです。
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② キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、運転資金が改善したものの、税金等調整前中間純

損失の計上等により、12,800百万円の支出（前中間連結会計期間は16,544百万円の支出）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、関係会社株式の売却による収入等により、22,177百万円の収入（前中間

連結会計期間は2,160百万円の収入）となりました。

この結果、フリー・キャッシュ・フロー（営業活動によるキャッシュ・フローと固定資産の取得による支出の合

計）は、13,006百万円の支出（前中間連結会計期間は19,762百万円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期借入金の増加により、5,375百万円の収入（前中間連結会計期間

は10,296百万円の収入）となりました。

これらの結果及び為替の影響により、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は35,720百万円となり、

前連結会計年度末と比較して15,287百万円の増加となりました。

（３）今後の見通し

当社は、2024年11月に公表したBEYOND DISPLAY戦略のもと、事業モデルの改革を着実に進めております。2025年６

月には国内で希望退職を募集し、同年８月の募集期間満了までに1,483名の応募がありました。これにより年間約135

億円の人件費削減を見込んでおります。また、2025年内に茂原工場でのパネル生産を終了し石川MULTI-FABへ集約する

などの構造改革施策により、効率的かつ柔軟な組織体制の構築を進めております。

財務状況の健全化及び資金繰り安定化に向けては、2025年７月15日にいちごを引受先とする第三者割当により第14

回新株予約権を発行したことに加え、同月30日には当社及び当社子会社の知的財産権の一部を移管した当社子会社の

株式の全てをいちごの子会社へ譲渡しております。また、2025年５月15日には、茂原工場の土地及び建物をいちごに

譲渡することを基本合意しており、最終契約締結に向けて現在協議を継続中です。これらの財務施策により、債務超

過の解消に加え、借入金の返済、及び運転資金・成長資金の確保を図る予定です。

一方、車載事業の子会社化については、当初2025年10月１日を予定しておりましたが、構造改革に伴う体制整備や

顧客・取引先との協議状況を踏まえ、2026年４月１日への延期を決定しております。

これらの施策の実現時期や内容により、業績が大きく変動する可能性があるため、現時点では2026年３月期の連結

業績予想は公表しておりません。今後、各施策の内容が確定次第、速やかに公表いたします。

当社は引き続き、事業モデルの改革を推進するとともに、事業規模に適した経営体制への転換を図ることで、2027

年３月期からの連結営業利益の黒字化を目指してまいります。
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,073 37,288

売掛金 22,800 15,962

未収入金 7,379 8,883

商品及び製品 14,025 10,637

仕掛品 11,465 14,280

原材料及び貯蔵品 18,584 14,663

その他 4,916 3,279

貸倒引当金 △90 △140

流動資産合計 100,156 104,853

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 30,491 29,561

機械装置及び運搬具（純額） 1,845 1,389

土地 6,509 6,509

リース資産（純額） 693 571

建設仮勘定 1,523 979

その他（純額） 938 820

有形固定資産合計 42,001 39,832

無形固定資産

その他 1,190 374

無形固定資産合計 1,190 374

投資その他の資産

投資有価証券 3,110 3,098

その他 1,573 1,269

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 4,682 4,366

固定資産合計 47,875 44,572

資産合計 148,031 149,426
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 28,160 24,975

短期借入金 59,500 65,000

未払金 7,109 11,233

未払法人税等 77 89

有償支給に係る負債 8,290 7,855

賞与引当金 1,392 964

前受金 7,176 11,601

事業構造改善引当金 3,451 13,634

契約損失引当金 3,273 3,651

その他 6,416 7,179

流動負債合計 124,850 146,185

固定負債

長期未払法人税等 11 -

事業構造改善引当金 10,351 4,383

退職給付に係る負債 2,244 7

その他 3,683 2,915

固定負債合計 16,291 7,306

負債合計 141,141 153,491

純資産の部

株主資本

資本金 100 100

資本剰余金 141,205 141,205

利益剰余金 △144,664 △156,028

自己株式 △0 △0

株主資本合計 △3,358 △14,722

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 - 0

為替換算調整勘定 5,948 7,232

退職給付に係る調整累計額 4,059 3,318

その他の包括利益累計額合計 10,008 10,551

新株予約権 240 105

純資産合計 6,890 △4,065

負債純資産合計 148,031 149,426
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

売上高 102,913 66,430

売上原価 103,615 69,395

売上総損失（△） △701 △2,964

販売費及び一般管理費 14,779 11,467

営業損失（△） △15,481 △14,432

営業外収益

受取利息 95 86

受取賃貸料 96 71

業務受託料 - 94

償却債権取立益 410 -

原材料売却益 97 246

その他 379 235

営業外収益合計 1,079 734

営業外費用

支払利息 1,788 3,919

為替差損 50 830

その他 1,090 652

営業外費用合計 2,929 5,402

経常損失（△） △17,331 △19,100

特別利益

固定資産売却益 1,823 19

関係会社株式売却益 - 18,533

退職給付制度終了益 - 2,752

新株予約権戻入益 - 234

特別利益合計 1,823 21,540

特別損失

減損損失 535 539

投資有価証券評価損 219 -

事業構造改善費用 - 12,692

特別損失合計 755 13,231

税金等調整前中間純損失（△） △16,262 △10,792

法人税等 559 571

中間純損失（△） △16,821 △11,363

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △16,821 △11,363
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中間連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

中間純損失（△） △16,821 △11,363

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1 0

為替換算調整勘定 △1,215 1,283

退職給付に係る調整額 △312 △741

その他の包括利益合計 △1,529 542

中間包括利益 △18,350 △10,820

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 △18,350 △10,820
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（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △16,262 △10,792

減価償却費 2,061 2,090

減損損失 535 539

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25 43

支払利息 1,788 3,919

為替差損益（△は益） 452 △47

固定資産売却損益（△は益） △1,823 △19

関係会社株式売却損益（△は益） - △18,533

退職給付制度終了益 - △2,752

新株予約権戻入益 - △234

事業構造改善費用 - 12,692

売上債権の増減額（△は増加） 4,919 7,241

棚卸資産の増減額（△は増加） 2,155 4,692

仕入債務の増減額（△は減少） △10,116 △3,237

未収入金の増減額（△は増加） 5,829 △1,455

未収消費税等の増減額（△は増加） 528 2,939

未払金の増減額（△は減少） △1,403 △2,302

未払費用の増減額（△は減少） 951 △1,201

前受金の増減額（△は減少） 524 569

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △783 △225

その他 △3,509 △2,133

小計 △14,176 △8,208

利息及び配当金の受取額 97 87

利息の支払額 △1,714 △3,664

法人税等の支払額 △750 -

法人税等の還付額 - 308

特別退職金の支払額 - △322

事業構造改善費用の支払額 - △1,001

営業活動によるキャッシュ・フロー △16,544 △12,800

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △3,218 △206

固定資産の売却による収入 5,939 24

固定資産売却に係る前受金の受領額 - 3,816

投資有価証券の取得による支出 - △40

定期預金の増減額（△は増加） 17 △927

関係会社株式の売却による収入 - 20,000

敷金及び保証金の差入による支出 △15 △24

その他 △564 △465

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,160 22,177

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 10,500 5,500

リース債務の返済による支出 △203 △224

新株予約権の発行による収入 - 100

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,296 5,375

現金及び現金同等物に係る換算差額 △955 535

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,042 15,287

現金及び現金同等物の期首残高 28,725 20,432

現金及び現金同等物の中間期末残高 23,682 35,720
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

当社グループは、前連結会計年度において８期連続で営業損失及び重要な減損損失を、11期連続で親会社株主に

帰属する当期純損失を計上しており、当中間連結会計期間においても重要な営業損失及び親会社株主に帰属する中

間純損失を計上したほか、債務超過の状態にあることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況

が存在しております。

この状況を解消するため、当社グループは、BEYOND DISPLAY戦略のもと、成長領域へのリソースシフトによる事

業モデルの変革を進めております。具体的には、X線等のライフサイエンスセンサー、「ZINNSIA（ジンシア）」を

はじめとするIoTセンサー、産業用センサー等のセンサー事業と、ディスプレイ事業で培った技術・資産を活用し

た先端半導体パッケージング事業により、製品・事業ポートフォリオの再編を図っております。ディスプレイ事業

においては、石川工場（石川県能美郡）への生産集約と高付加価値製品への注力による収益改善を図ってまいりま

す。

また、コスト構造の抜本的改善に向け、全社的な事業構造改革にも取り組んでおります。2025年３月の鳥取工場

（鳥取県鳥取市）の生産終了に続き、固定費負担が大きい茂原工場（千葉県茂原市）での生産も2025年中に終了

し、石川工場への生産集約による固定費の大幅削減と生産性向上を目指した拠点再編を推進中です。さらに、生産

拠点再編後の事業規模に応じた体制構築を目的として、希望退職者の募集等による国内外の人員削減も進行中であ

り、国内では同年８月25日の募集期間終了までに1,483名の応募がありました。加えて、BEYOND DISPLAY戦略の実

現と競争力強化を目的に、車載関連事業を新設分割により「株式会社AutoTech」へ承継することを、同年６月21日

開催の第23期定時株主総会及び普通株主による種類株主総会にて決議し、その後、同年９月11日付の取締役会決議

に基づき、効力発生日を同年10月１日から2026年４月１日（予定）に変更いたしました。この新設分割により、車

載事業における独立した経営判断と迅速な意思決定を可能とし、外部資金の調達や他社との協業等、将来的な戦略

的選択肢の拡大を図ります。これら施策を通して、早期の黒字体質への転換と事業成長を目指してまいります。

財務面では、事業運営上必要な当面の運転資金を確保するため、いちごトラスト（以下「いちご」といいま

す。）より、当中間連結会計期間において新規借入（2025年４月、元本総額55億円）を実施したほか、当第２四半

期（中間期）決算短信提出日までに、借入に係る弁済期日を延長（元本総額220億円につき2025年11月28日まで、

元本総額160億円につき2025年12月26日まで、元本総額270億円につき2026年１月30日まで）することについて、い

ちごとの間で合意いたしました。

また、2025年６月25日付の取締役会決議に基づき、当社及び当社子会社が保有する一部の特許権を現物出資して

新たに設立した子会社の全株式について、いちごとの間で譲渡契約を締結し、同年７月30日付でいちごの100%出資

先会社に対する株式譲渡を完了しております。

さらに、同じく６月25日付の取締役会決議に基づき、当社といちごとの間で資金調達に関する追加資本提携契約

を締結し、同年７月15日付で、いちごに対して当社普通株式を目的とした第14回新株予約権（行使時の調達総額は

最大約963億円、上記の子会社株式の譲渡契約の締結及びいちごによる第13回新株予約権の放棄を要件とする。）

を、第三者割当の方法により発行いたしました。

今後も、他社への茂原工場資産の譲渡、資金需要に応じた機動的な借入実施、低効率資産の売却及び営業債権等

の流動化のほか、前述の第14回新株予約権のいちごに対する行使要請も含め、引き続き適時適切な資金調達策を講

じてまいります。

一方で、依然として厳しい競争環境が継続しており、米国の関税政策の影響、世界的なインフレによる原材料

費・エネルギー費・輸送費等のコストの高止まり、及び顧客需要の低下に伴う売上減少から早期の業績回復による

黒字転換が遅延するリスクがあります。加えて、前述の各資金調達策は相手方との交渉を含め実施途上にあるた

め、その結果によっては当社グループの資金繰りに重要な影響を及ぼす可能性があります。以上を勘案すると、現

時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、このような継続企業の前提に関する重要な不確

実性の影響を中間連結財務諸表に反映しておりません。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（中間連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純損益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純損益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しており

ます。

（会計上の見積りの変更）

当社は、前連結会計年度において、事業構造改善の一環として決定した茂原工場における生産終了に向け、将

来発生が見込まれる費用及び損失のうち、合理的に見積ることが可能な金額を事業構造改善引当金として計上し

ております。

当中間連結会計期間において、茂原工場の生産終了計画の検討が進捗し、生産・開発設備等の撤去及び廃棄に

要する費用等の見込額のうち、主として工程期間に応じた月ごとの見込動力量、作業時間及び所要人員数につい

てより精緻な見積りが可能となったことから、見積りの変更を行いました。

この変更により、当中間連結会計期間の事業構造改善費用及び事業構造改善引当金は5,144百万円増加し、税金

等調整前中間純損失は同額増加しております。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

当社グループは、ディスプレイ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（追加情報）

（重要な会社分割）

2025年３月期 決算短信「添付資料 ３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項

（重要な後発事象）」に記載のとおり、当社は2025年５月15日開催の取締役会において、新設分割により新設

する「株式会社AutoTech」に対し当社車載関連の事業に関する権利義務を承継させる旨を、同年６月21日開催

の第23回定時株主総会及び普通株主による種類株主総会に付議することを決議いたしました。

各株主総会において上記議案は可決承認されておりますが、その後、同年９月11日開催の取締役会において、

新設分割の効力発生日を、同年10月１日から2026年４月１日（予定）に延期することを決議いたしました。そ

れに伴い、承継会社の設立予定日も同日付に変更となります。

延期の理由は、構造改革に伴う体制整備や、顧客や取引先との協議の進捗状況を踏まえ検討を重ねた結果、

実施延期が相当であると判断したものです。
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３．補足情報

投資家及び株主の皆様の投資判断に有用な情報の開示拡充という観点から、補足情報として、連結会計年度におけ

る各四半期（会計期間）の連結損益計算書、連結キャッシュ・フロー計算書を継続的に開示しております。

（１）第２四半期連結会計期間における連結損益計算書

(単位：百万円)
前第２四半期連結会計期間

(自 2024年７月１日
至 2024年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2025年７月１日
至 2025年９月30日)

売上高 46,996 33,987

売上原価 47,933 33,377

売上総利益又は売上総損失（△） △936 609

販売費及び一般管理費 7,501 5,888

営業損失（△） △8,437 △5,278

営業外収益

受取利息 42 57

為替差益 － 167

受取賃貸料 47 33

償却債権取立益 410 －

原材料売却益 22 224

その他 121 189

営業外収益合計 644 673

営業外費用

支払利息 938 2,046

為替差損 241 －

その他 503 462

営業外費用合計 1,683 2,508

経常損失（△） △9,476 △7,114

特別利益

固定資産売却益 87 19

関係会社株式売却益 － 18,533

退職給付制度終了益 － 2,752

新株予約権戻入益 － 206

特別利益合計 87 21,512

特別損失

減損損失 451 168

投資有価証券評価損 219 －

事業構造改善費用 － 5,070

特別損失合計 671 5,239

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△10,060 9,159

法人税等 256 265

四半期純利益又は四半期純損失（△） △10,317 8,893

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△10,317 8,893
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（２）第２四半期連結会計期間における連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第２四半期連結会計期間

(自 2024年７月１日
至 2024年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 2025年７月１日
至 2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△10,060 9,159

減価償却費 1,014 1,018

減損損失 451 168

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25 △5

支払利息 938 2,046

為替差損益（△は益） 1,044 △279

固定資産売却損益（△は益） △87 △19

関係会社株式売却損益（△は益） － △18,533

退職給付制度終了益 － △2,752

新株予約権戻入益 － △206

事業構造改善費用 － 5,070

売上債権の増減額（△は増加） 113 823

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,211 △278

仕入債務の増減額（△は減少） △6,587 2,706

未収入金の増減額（△は増加） 2,129 △2,874

未収消費税等の増減額（△は増加） △792 2,202

未払金の増減額（△は減少） △945 △172

未払費用の増減額（△は減少） 444 △264

前受金の増減額（△は減少） 74 86

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △415 93

その他 △1,253 1,914

小計 △15,166 △98

利息及び配当金の受取額 44 56

利息の支払額 △874 △1,984

法人税等の支払額 △432 223

法人税等の還付額 － 308

特別退職金の支払額 － △322

事業構造改善費用の支払額 － △1,001

営業活動によるキャッシュ・フロー △16,428 △2,818

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △1,346 △90

固定資産の売却による収入 89 24

定期預金の増減額（△は増加） 61 △1,054

関係会社株式の売却による収入 － 12,000

敷金及び保証金の差入による支出 △14 △11

その他 △25 △481

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,235 10,385

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 10,500 －

リース債務の返済による支出 △54 △173

新株予約権の発行による収入 － 100

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,445 △73

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,356 572

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,575 8,066

現金及び現金同等物の期首残高 33,258 27,654

現金及び現金同等物の中間期末残高 23,682 35,720
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（３）連結業績の状況

（百万円）
2025年３月期 2026年３月期

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

民生・産業機器 22,270 16,059 11,755 12,068 6,278 7,219 － －

車載 33,646 30,936 28,790 32,483 26,164 26,768 － －

売上高 (注)１ 55,917 46,996 40,546 44,552 32,443 33,987 － －

EBITDA (注)２ △6,010 △7,436 △7,254 △12,347 △8,088 △4,272 － －

営業利益 △7,043 △8,437 △8,253 △13,333 △9,154 △5,278 － －

経常利益 △7,855 △9,476 △8,715 △14,368 △11,986 △7,114 － －

親会社株主に帰属する
四半期純利益

△6,504 △10,317 △31,948 △29,450 △20,256 8,893 － －

一株当たり四半期純利
益(円)

△1.05 △1.67 △5.16 △4.76 △3.27 1.44 － －

対ドル為替レート
(期中平均)(円)

155.9 149.7 152.4 152.6 144.6 147.5 － －

対ドル為替レート
(期末)(円)

161.1 142.7 158.2 149.5 144.8 148.9 － －

(注)１ 2026年３月期第１四半期連結会計期間より、液晶スマートフォン事業縮小に伴う売上区分の統合、及び売上

区分の名称変更を次のとおり行いました。なお、売上区分の統合に伴い、前期の数値も組替えています。

：「スマートウォッチ・ＶＲ等」及び「液晶スマートフォン」→「民生・産業機器」

２ EBITDAは、営業利益（損失）に営業費用である減価償却費を加算して算出しています。

（４）財政状態

（百万円）
2025年３月期 2026年３月期

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

資産合計 212,016 197,152 176,456 148,031 141,390 149,426 － －

負債合計 131,339 129,841 139,317 141,141 154,353 153,491 － －

純資産合計 80,677 67,310 37,139 6,890 △12,962 △4,065 － －

自己資本比率 37.9％ 34.0％ 20.9％ 4.5％ △9.3％ △2.8％ － －

営業キャッシュ・
フロー

△116 △16,428 △2,753 △6,151 △9,982 △2,818 － －

投資キャッシュ・
フロー

3,396 △1,235 △6,567 △3,754 11,792 10,385 － －

財務キャッシュ・
フロー

△148 10,445 7,960 7,437 5,448 △73 － －

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

33,258 23,682 23,753 20,432 27,654 35,720 － －

フリーキャッシュ・
フロー

△1,987 △17,775 △6,229 △9,973 △10,097 △2,908 － －

（５）その他情報

（百万円）
2025年３月期 2026年３月期

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

研究開発費 2,998 3,249 3,061 2,308 2,083 1,883 － －

減価償却費 1,046 1,014 1,012 995 1,072 1,018 － －


